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        （コード番号：1789 JASDAQ ） 

       問合せ先 IR 担当            佐 藤  雅 弘 

                 03(5957)7661(代表) 
 

 

株式会社岩井工業所の株式の取得（完全子会社化）に関するお知らせ 
 
当社は、令和 3 年 9 月 24 日開催の取締役会において、以下のとおり、株式会社岩井工業所（以下、「岩井工
業所」という。）の株式を取得し、同社を完全子会社化することについて決議いたしましたので、お知らせい
たします。 
 

記 

 

１．株式の取得の理由 
岩井工業所は昭和 23 年 1 月に一般電気工事業として創業され、昭和 37 年 6 月に現在の社名の株式会社

として改組されました。岩井工業所は、岡山を中心にして主に送電線工事、地中線工事で多くの実績を残し、
主要顧客である中国電力株式会社からも高い評価を得ている工事会社でございます。 

当社は、岩井工業所を完全子会社化することで、岩井工業所が保有する多くの資格技術者、高所作業員、
主要顧客とのリレーションを活用し、共同営業体制や、工事施工要員の人材交流等、当社の東北送電事業本
部とのシナジー効果が期待できると判断し、本日の取締役会での決議を致しました。 

なお、本件株式取得は、岩井工業所の自己株式 16,954 株を除き、23,046 株の取得を令和 3 年 9 月 30 日
に行う予定です。 

 

２．異動する子会社（株式会社岩井工業所）の概要 

（１）名称 株式会社岩井工業所 

（２）所在地 岡山県岡山市南区浦安本町 171-7 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 柳 智弘（常勤） 

専務取締役 蜂谷 澄夫（常勤） 

常務取締役 萩田 高久（常勤） 

（４）事業内容 電気工事業、土木工事業、とび・土木工事業、電気通信工事業 

（５）資本金 4,000 万円 

（６）設立年月日 創業 昭和 23 年 1 月（歴 73 年） 

設立 昭和 37 年 6 月（歴 59 年） 

（７）大株主及び持株比率 柳 智弘  23,046 株（57.6％） 

自己株式  16,954 株（42.4％） 

合計  40,000 株（100.0％） 

（８）当社と当該会社との間の関係 資本関係： 該当事項はございません。 

人的関係： 該当事項はございません。 

取引関係： 該当事項はございません。 

（９）当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態（単位：円） 

決算期 平成 30 年 12 月期 令和元年 12 月期 令和 2 年 12 月期 

純資産 290 百万 244 百万 254 百万 

総資産 713 百万 830 百万 826 百万 

1 株当たり純資産 7,255 6,116 6,362 

売上高 662 百万 541 百万 338 百万 

売上総利益 58 百万 

（8.8%） 

74 百万 

（13.7％） 

103 百万 

（30.6％） 

営業利益 △46 百万 △47 百万 △7 百万 



経常利益 △38 百万 △30 百万 9 百万 

当期純利益 △37 百万 △45 百万 8 百万 

1 株当たり当期純利益 △926 △1,139 211 

1 株当たり配当金 - - - 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１）氏名 柳 智弘（岩井工業所 代表取締役） 

（２）住所 岡山県岡山市 

（３）当社と当該個人の関係 当社と当該個人との間には、記載すべき資本関係・人的関係・

取引関係はございません。 

 

 

４．取得株式数及び取得前後の所有株式の状況 

（１）異動前の所有株式数 0 株（議決権の数：0 個）、（議決権所有割合：0.00 ％） 

（２）取得株式数 23,046 株（議決権の数：23,046 個）、（議決権所有割合：

100.00 ％） 

（３）異動後の所有株式数 23,046 株（議決権の数：23,046 個）（議決権所有割合：

100.00 ％） 

（注）取得価額については、株式取得の相手先との秘密保持契約により、相手先の意向で開示を差し控えておりますが、

取得価額は第三者が算定した評価額をもとに株式取得の相手先との協議のうえ決定しております。 

 

５．今後の日程 

（１）取締役会決議日 令和 3 年 9 月 24 日 

（２）株式譲渡契約締結日 令和 3 年 9 月 24 日 

（３）株式譲渡実行日 令和 3 年 9 月 30 日 

 

６．今後の見通し 

 本件株式取得による令和 3 年 9 月期の当社業績に与える影響はございません。 

 

以上 


